
平成29年度　課の事業一覧

組
織
名

重
点
項
目

25,565 千円 課長 1 人

21,627 千円 係長 3 人

3,938 千円 職員 7 人

1 ○
将来にわたる建設業
の人材確保・育成

今後も継続して事業を進
め、さらに多くの方々に
建設業に興味を持ってい
ただくことが課題。

2,754 2,154 -600

2
建設系事業部局に対
する技術支援

― 7,375 7,375 0

3 ○ ― 4,700 4,700

4 ○ ― 1,770 -1,770

5 ― 9,687 9,783 96

6 地域改善対策の推進 ― 41 53 12

7 ○ 建設業の生産性向上 ― 1,500 1,500

建設材料試験場管理運
営事業

―

研究集会等参加事業 ―

＜新＞ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ
推進事業

調査・測量から設計、施工、検査、維持管理・更新までの全ての
建設生産プロセスでＩＣＴ等を活用する「i－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ」を推
進し、建設現場の生産性の向上を目指すもの。

―

公共工事における構造物の耐久性・安全性の確保を図るため、
建設材料試験場の維持管理を行うとともに、建設材料試験業務
を実施します。

人権研修等各種研修参加に要する経費。

建設材料試験場の維
持管理

＜新＞建設材料試験場
改修事業

建設材料試験場の屋上防水改修工事を行うもの。 ―

建設材料試験場土質試
験機用データ収録処理装
置更新業務

建設材料試験場において建設材料の土質試験を行う際に使用
しているパソコンのＯＳがウインドウズＸＰであるため、新たにパ
ソコンの更新を予定している。機器の更新に合わせ、現在のＯＳ
に対応した土質試験処理ソフト等を導入するもの。

―

当初予算の
増減額
（千円）

明日の公共事業を支える
人材確保・育成事業

建設業の若年就業者の減少により、インフラの維持管理に関す
る担い手不足が懸念されるなか、建設技術の魅力を発信し、公
共事業への理解をより深めることで、将来にわたる建設業の人
材確保・育成を図る。

関連団体や工業高校・大学等と連携し、子
どもたちや若者が参加できる現場見学会や
建設業の仕事体験イベントなどの内容充実
を図り、継続して事業を進めていくこととし
ている。

技術監理室一般管理事
務

建設行政の様々な課題に対し、建設系事業部局を技術面や人
材面等を含めて総括的に支援・指導する組織として、公共工事
の品質確保や、コスト構造改善等に取り組む。

―

課題 課題解決に向けた強化・見直し内容
平成28年度
当初予算額
（千円）

平成29年度
当初予算額
（千円）

94,000 千円
増減額（Ａ－Ｂ）

業務目的No. 主要 新規 廃止 事業名 事業概要

技術監理局技術企画課
建設行政の様々な課題に対し、建設系事業部局を技術面や人材面等を含めて総括的に支援・指導する組織として、公共工事の品質確保や、
技術職員の人材育成に取り組む。

課
長
名

七五三　正太
コ
ス
ト
事業費

平成２９年度当初予算額（Ａ）

人件費

目安の金額

平成２８年度当初予算額（Ｂ）
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平成29年度　課の事業一覧

組
織
名

重
点
項
目

1,171 千円 課長 1 人

1,171 千円 係長 9 人

0 千円 職員 13 人

1 ○ 公共工事の事故抑制
工事における事故の発
生

1,171 1,171 0

当初予算の
増減額
（千円）

公共工事安全対策強化
事業

市が実施する公共工事の安全対策強化のため、安全指導を専
門とする安全パトロール隊を設置し、事故の抑制を図る。

安全指導を専門とする「安全パトロール隊」
による、安全パトロールを実施することで、
不安全箇所の改善、現場従事者の人材育
成を図り、事故を抑制する。

課題 課題解決に向けた強化・見直し内容
平成28年度
当初予算額
（千円）

平成29年度
当初予算額
（千円）

199,000 千円
増減額（Ａ－Ｂ）

業務目的No. 主要 新規 廃止 事業名 事業概要

技術監理局検査課 より安全で、より良い工事品質の確保

課
長
名

安部　俊一
コ
ス
ト
事業費

平成２９年度当初予算額（Ａ）

人件費

目安の金額

平成２８年度当初予算額（Ｂ）
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平成29年度　課の事業一覧

組
織
名

重
点
項
目

67,120 千円 課長 1 人

76,655 千円 係長 3 人

-9,535 千円 職員 8 人

1
積算の正確性、積算
システムの利便性向
上

― 65,535 67,120 1,585

2 ○
積算システムの新シ
ステム基盤への対応

― 8,750 -8,750

3 ○
電子納品保管管理シ
ステムの改修

― 2,370 -2,370

―

―

―

当初予算の
増減額
（千円）

技術管理関連業務
適正な公共工事等の積算に必要な労務・資材単価の設定及び
設計積算書作成システムの効率的運用を図る。

土木・プラント積算システ
ム更新業務

土木・プラント工事の積算システムであるサイディーンは、情報
政策課のサーバーを使用している。情報政策課のＩＣＴインフラ更
新に伴い、システム基盤の更新が行われる。本業務は、積算シ
ステムが、情報政策課の新しいシステム基盤に対応するために
実施するものである。

電子納品保管管理システ
ム改修業務

本市が発注した土木施設等の工事において、工事完了後に本シ
ステムを利用し、各種データの保管をしている。本システムを利
用することにより、電子情報の利活用による業務の効率化や情
報共有による品質の向上を目的としている。本業務はインター
ネットエクスプローラ１１へのバージョンアップに伴う不具合の改
修及び、国土交通省国土地理院が提供している「電子国土Ｗｅｂ
システム」の停止に伴い必要となる、新たな提供サービス「地理
院地図」に対応するものである。

課題 課題解決に向けた強化・見直し内容事業概要 業務目的
平成28年度
当初予算額
（千円）

平成29年度
当初予算額
（千円）

101,500 千円
増減額（Ａ－Ｂ）

No. 主要 新規 廃止 事業名

技術監理局技術管理課 公共工事の適正な設計・積算が行われる環境を整えるとともに、各事業課担当者の設計・積算能力の向上を図る。

課
長
名

塚本　祐嗣
コ
ス
ト
事業費

平成２９年度当初予算額（Ａ）

人件費

目安の金額

平成２８年度当初予算額（Ｂ）
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平成29年度　課の事業一覧

組
織
名

重
点
項
目

79,302 千円 課長 1 人

78,906 千円 係長 3 人

396 千円 職員 5 人

1 8,505 8,470 -35

2 1,563 1,563 0

3 263 263 0

4
市の事務事業からの
暴力団等の排除

市発注工事等に対する
暴力団等の不当介入防
止・排除

5,873 5,929 56

5 586 632 46

6 ○ 1,175 -1,175

7
適正な契約事務の執
行・推進

― 25,000 25,000 0

8 地域改善対策の推進 ― 54 45 -9

9
不良不適格業者の排
除

― 35,887 37,400 1,513

技術監理局契約制度課

・昨年と同様の手法で実施する。

―

―

入札参加資格審査（増額
分）

（仮称）電子入札コアシス
テム改修等経費

・マイナンバー活用開始に伴う自治体情報システム強靭化向上
モデルへの対応の際にセキュリティの確保等の為のシステム改
修を行う。

・地域改善事業として各種研究集会に参加する。

登録業者の実態調査
・市の建設工事入札参加申請業者について、書面審査によって
は把握が困難である管理責任者・技術者の常勤性、従業員や機
材の状況、事務所の実態、本社機能等を実地に調査する。

―

研究集会等参加（地域改
善）

公共工事に係る暴力等相
談事務

・市発注工事等に対する暴力団等の不当介入防止・排除のた
め、警察OBの相談員１名を配置し、業者からの相談、業者への
指導を行う。

入札参加資格審査

平成29年度
当初予算額
（千円）

平成28年度
当初予算額
（千円）

・業者からの入札参加資格申請に基づき、書類審査を行った後、
物品、建設工事、測量・コンサルタントの３種類の有資格業者名
簿を作成する。

適正な契約事務の執
行・推進

入札参加資格の審査
及び登録

当初予算の
増減額
（千円）

契約管理事務

以下の事務に要する経費
・契約制度の調査、研究、関係規程の管理
・政府調達、業務委託契約、地元企業の優先発注に関する事
　務
・各部局で購入する５万円以上の備品、２０万円以上の消耗品
　及び物件の修繕に係る契約事務
・軽微な工事以外の工事請負契約、工事に係る業務委託契約
　事務
・入札参加資格業者に関する情報収集と処理

電子入札システム開発運
営

・入札契約の透明性、競争性の向上及び契約事務の効率化を
図るため、平成１９年度に運用を開始した電子入札システムの
改修等を行う。

北九州市入札等監視委
員会運営経費

業務目的 課題 課題解決に向けた強化・見直し内容

千円
増減額（Ａ－Ｂ）

No. 主要 新規 廃止 事業名 事業概要

①適正な契約事務の執行・推進
②入札参加資格の審査及び登録
③市の事務事業からの暴力団等の排除
④不良不適格業者の排除

課
長
名

井上　靖
コ
ス
ト
事業費

平成２９年度当初予算額（Ａ）

人件費

目安の金額

平成２８年度当初予算額（Ｂ）
79,000

―

―

―

―

・公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律に基
づき、公共工事の入札及び契約について、学識経験を有するも
の等の意見を適切に反映するため設置した第三者機関の運営
を行う。
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